
次世代法に基づく企業の行動計画策定・実施について
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行動計画例

1計画期間 平成0年○月0日 ～平成〇年○月○日まで
2内容

目標1計画期間内に育児体業の取得状況を次の水準にする

男性 :年にO人以上取得

女性 :取得率0%以上

対策 平成〇年0月 管理職を対象とした研修の実施

平成0年0月 育児体業中の社員で希望する者を対象

とする職場復帰のための講習会を年に

O回実施

目標2ノー残業デーを月に1日設定する。

対策 平成0年0月 部署ごとに検討グループを設置

平成0年0月 社内報などでキャンペーンを行う

日標O・ …

対策  …・

・次期行動計画の策
定]実施

ヨ認定の申請

厚生労働大臣による

認定

E一定の基準を満た
す企業を認定

・企業は商品等に玉
定マークを使用可

計画終了・目標達成

○届出状況 (平成22年 12月 末時点 )
301人以上企業の93.6%
300人以下企業 28,728社
(101人以上300人以下企業の 15.2%)

規模計届出企業数 41,849社
○認定状況 (平成22年 12月 末時点)
認定企業   1,016社

次世代認定マーク「くるみん

認 定 基 準

口行動計画の期間が、2年以上5年
以下であること。

・策定した行動計画を実施し、それに
定めた目標を達成したこと。

・3歳から小学校に入学するまでの
子を持つ労働者を対象とする「育児
休業の制度または勤務時間短縮等
の措置に準ずる措置」を講じているこ
と。

・計画期間内に、男性の育児休業等
取得者がおり、かつ、女性の育児休
業等取得率が70%以上だったこ(異
など 暉
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都道府県別一般事業主行動計画策定届の届出及び認定状況

(平成22年12
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内、常時雇用

労働者300
人以下の企
業数

(イ )

内、常時雇用労働
1者 100人以下の
企業数

(A) (B (C) (D) ((0)/(3)X100)%

l 北海 道 1,391 133〔
′
” 940% 987 105 75% 882

青森県 104 39〔 103 990% 293 144 429q・ 14G

3 岩手県 109 48“ 109 1000% 375 425% 242

4 宮城県 201 65〔 54C 980% 352 17611

5 秋田県 1000% 67 283%
6 山形県 106 357 9340c 258 46 145% 212

7 福島県 163 55[ 1000% 392 94 297%
8 茨城県 545 9070/0 349 82 144%
9 栃木県 140 431 696 136 971% 560 49 114%
0 群馬県 444 142 87700 549 54 122% 49t

1 埼玉県 41 124〔 1 145 932% 167 135% 1

2 千葉県 360 356 981% 438 102 126ツ 33C l

3 東京都 3978 774〔 8472 8850・ 4950 4_437 474

4 神奈川県 744 173C 1765 93000 1073 418 240勁 65ξ

新潟県 9130・ 514 ´
”

6 富山県 108 442 1070 106 9811・ 964 369% 801

7 75り !I垢1 39C 1067 991% 245 614% 706 1

8 福井県 606 80 360%
9 山梨県 320 964・・ 266 47 210% 219

20 長野県 200 737 980物 541 48 493

岐阜 県 65C 977% 482 21401 36(

静岡県 340 106〔 991% 148 174●4 583

愛知県 2674 2.00C 895% 1.179 232 947 4C

24 二 重 県 457 40〔 968% 255 48 10501 201

滋 賀 暉 32C 801 989% 708 63 19701 64〔

京都府 901 68C 973% 426 7501

大阪府 1320 2293 1298 980% 1000 204 8C

兵庫県 469 1614 1.227 453 966% 774 106% 60〔 31

奈良県 208 24C 100001 41801

30 和歌山県 54 243 50 926・ | 204 83 342% 4

鳥取県 41 22〔 41 100091 182 40 242% 14`

島根県 1000% 270 11201 24嘔

岡山県 414 964% 239% 42〔

34 広島県 337 1285 322 95501 963 209 24201 754

山 口県 110 940% 546 165% 481

徳島県 159 42 1000% 46 289% 20[

香川県 109 329 431 104 954% 140 42.6% 9

愛媛県 584 100001 445 94 25501

高知県 314 932% 259 18400 220

40 福岡県 45C 131フ 1.369 435 967% 934 138 105%
41 佐賀県 ■

■ 286 1000% 90 364%
42 長崎県 362 939% 62 167% 207 G

43 能木 県 411 49E 953% 374 82 200%
44 大分県 7 974% 538 148 503% 39(

45 宮崎県 273 492 1000% 414 509% 27〔

46 鹿児島県 647 967% 499 153% 43(

47 沖縄 414 957% 59 233% 26〔

14,013 3610G 41_849 13,121 936% 28.728 5.491 152% 23.231 1.01〔
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